
平成29年 №47 

○東京学芸大学附属学校運営規程の一部を改正する規程 

 

改正理由 

法令に規定されている事項等に係る規程の整備に伴い，所要の改正を行うものであ

る。 

 

承認経過 

平成29年11月22日 教育研究評議会  審議・承認 

 



 東京学芸大学附属学校運営規程の一部を改正する規程を次のように制定する。 

 

  平成29年11月24日 

                  国立大学法人東京学芸大学長 

                          出 口 利 定 

 

平成29年規程第31号 

東京学芸大学附属学校運営規程の一部を改正する規程 

 

 

東京学芸大学附属学校運営規程（平成16年規程第24号）の一部について，別紙新旧対

照表の右欄を，左欄のように改正する。 

 

 

 



東京学芸大学附属学校運営規程の一部改正について 

 

改正理由：法令に規定されている事項等に係る規程の整備に伴い，所要の改正を行うものである。 

改       正 現       行 

 

目次 

   第１章 総則（第１条－第２条の２） 

   第２章 教育活動（第２条の３－第９条） 

    〔省略〕 

   第４章 職員組織等 

    〔省略〕 

第６節 校則等（第32条・第32条の２） 

    〔省略〕 

   第７章 学校評価（第48条の２） 

   第８章 雑則（第49条－第51条） 

 

   第１章 総則 

 

    〔省略〕 

 

（附属学校の目的） 

第２条 附属学校は，教育基本法（平成18年法律第120号）及び学校教育法（昭和22

年法律第26号）に基づいて，それぞれ学校教育を行い，学部・大学院等における児

童，生徒又は幼児（以下「児童生徒等」という。）の教育又は保育に関する研究に

協力し，及び学生の教育実習の実施に当たることを目的とする。 

 （教育目標） 

第２条の２ 学長は，本学の目的及び中期目標・中期計画並びに前条の附属学校の目

的に即した附属学校全体の教育目標を定め，これを公表しなければならない。 

 

   第２章 教育活動 

 （学校経営計画） 

第２条の３ 校長（幼稚園にあっては園長。以下同じ。）は毎年度，教育活動その他

学校運営に関する学校経営計画を策定し，これを実施しなければならない。 

２ 校長は，学校経営計画を策定したときは，学長に報告するとともに，これを公表

 

目次 

   第１章 総則（第１条・第２条） 

   第２章 教育活動（第３条－第９条） 

    〔省略〕 

第４章 職員組織等 

    〔省略〕 

第６節 校則（第32条） 

    〔省略〕 

 

   第７章 雑則（第49条・第50条） 

 

   第１章 総則 

 

    〔省略〕 

 

 （附属学校の目的） 

第２条 附属学校は，教育基本法（平成18年法律第120号）及び学校教育法（昭和22

年法律第26号）に基づいて，それぞれ学校教育を行い，学部・大学院等における児

童，生徒又は幼児（以下「児童生徒等」という。）の教育又は保育に関する研究に

協力し，及び学生の教育実習の実施に当たることを目的とする。 

 

 

 

 

   第２章 教育活動 

 

 

 

 



しなければならない。 

３ 学校経営計画に関し必要な事項は，別に定める。 

 （教育課程の編成） 

第３条 附属学校の教育課程は，校長がこれを編成する。 

 

２ 〔省略〕 

 

 （教育課程編成の報告） 

第４条 校長は，前条の教育課程について毎年３月末日までに学長に報告しなければ

ならない。 

（学校いじめ防止基本方針） 

第４条の２ 校長（この条において附属幼稚園長を除く。）は，いじめ防止対策推進

法（平成25年法律第71号。以下「法律」という。）第13条の規定に基づき，当該附

属学校の実情に応じたいじめの防止等のための対策に関する基本的な方針（以下「

いじめ防止基本方針」という。）を定めなければならない。 

２ 校長は，いじめ防止基本方針を定め又は改定したときは，学長に報告するととも

に，これを公表しなければならない。 

３ いじめ防止に関し必要な事項は，別に定める。 

（学校安全計画等） 

第４条の３ 校長は，学校保健安全法（昭和33年法律第56号）に基づき，学校安全計

画（危機管理マニュアルを含む。以下同じ。）及び学校保健計画を策定し，これを

実施しなければならない。 

２ 校長は，学校安全計画及び学校保健計画を策定したときは，学長に報告しなけれ

ばならない。 

３ 学校安全計画及び学校保健計画に関し必要な事項は，別に定める。 

 

    〔省略〕 

 

第７条 校長は，児童生徒等が学校保健安全法第19条の規定に該当するときは，出席

を停止させることができる。 

２ 〔省略〕 

 

    〔省略〕 

 

   第４章 職員組織等 

 

 

 （教育課程の編成） 

第３条 附属学校の教育課程は，校長（幼稚園にあっては，園長。以下同じ。）がこ

れを編成する。 

２ 〔省略〕 

 

（教育課程編成の報告） 

第４条 校長は，前条の教育課程について毎年３月末日までに学長に報告しなければ

ならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    〔省略〕 

 

第７条 校長は，児童生徒等が学校保健安全法（昭和33年法律第56号）第19条の規定

に該当するときは，出席を停止させることができる。 

２ 〔省略〕 

 

    〔省略〕 

 

   第４章 職員組織等 



 

    〔省略〕 

 

 

    第６節 校則等 

（校則） 

第３２条 この規程に定めるもののほか，附属学校の運営に関し必要な校則の制定改

廃は，各附属学校の長が附属学校運営会議の議を経て，学長の承認を得て行うもの

とする。 

 （校務規則） 

第３２条の２ 校長は，校務に関する規則等を制定改廃した場合は，附属学校運営部

に報告しなければならない。 

２ 附属学校運営部は，校長の求めにより，校務に関する規則等に意見を述べること

ができる。 

 

   第５章 附属学校運営部及び附属学校運営会議 

    第１節 附属学校運営部 

 

    〔省略〕 

 

 （附属学校運営参事） 

第３５条 〔省略〕 

２ 〔省略〕 

３ 運営参事は，学校教育法に規定する校長（園長）職に相当する。 

 

４～６ 〔省略〕 

 

    〔省略〕 

 

   第６章 附属学校校長・副校長会 

 

    〔省略〕 

 

 （補則） 

第４８条 この規程に定めるもののほか，校長・副校長会の運営等に関し必要な事項

 

    〔省略〕 

 

 

第６節 校則 

（校則） 

第３２条 この規程に定めるもののほか，附属学校の運営に関し必要な校則の制定改

廃は，各附属学校の長が附属学校運営会議の議を経て，学長の承認を得て行うもの

とする。 

 

 

 

 

 

 

   第５章 附属学校運営部及び附属学校運営会議 

    第１節 附属学校運営部 

 

    〔省略〕 

 

 （附属学校運営参事） 

第３５条 〔省略〕 

２ 〔省略〕 

３ 運営参事は，学校教育法（昭和22年法律第26号）に規定する校長（園長）職に相

当する。 

４～６ 〔省略〕 

 

〔省略〕 

 

   第６章 附属学校課校長・副校長会 

 

    〔省略〕 

 

 （補則） 

第４８条 この規程に定めるもののほか，校長・副校長会の運営等に関し必要な事項



は，別に定める。 

 

   第７章 学校評価 

（学校評価） 

第４８条の２ 校長は，学校教育法施行規則に基づき，教育活動その他の学校運営の

状況について自己評価を行い，その結果を公表しなければならない。 

２ 校長は，前項の規定による評価の結果を踏まえた附属学校の児童生徒等の保護者

その他の附属学校の関係者（当該附属学校の職員を除く。）による評価を行い，そ

の結果を公表するよう努めるものとする。 

３ 校長は，第１項の規定による評価の結果及び前項の規定により評価を行った場合

は，その結果を学長に報告しなければならない。 

４ 学校評価に関し必要な事項は，別に定める。 

 

   第８章 雑則 

 

    〔省略〕 

 

附 則 

この規程は，平成29年11月24日から施行する。ただし，第２条の３の改正規定は，

平成30年度の学校経営計画から適用する。 

は，別に定める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第７章 雑則 

 

    〔省略〕 

 

 


